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新たな財政指標について

関西学院大学 小西砂千夫



2

既存の財政指標の活用

財政力指数、実質公債費比率(起債制限比率)、経
常収支比率の3つは、既存の財政指標として活用で
きる

ただし、その意味は深く吟味する必要がある

特に経常収支比率は、公債費を含めるものとそうで
ないものに分けて分析することが有効

実質収支比率や実質単年度収支は、いわゆる財政
指標ではないが、それ自体、重要な分析指標であり、
財政指標に含めて考えるべき
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経常収支比率の分解
経常収支比率の公債費分と公債費除く部分の相関

(全都市、平成14年度）
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現在の必要な財政分析に対して必要
な財政指標を開発する

小規模団体ほど、交付税改革の影響が大きいとい
う状況をどのように分析すべきか

公債費と償還財源の関係

元利償還金（特定財源にかかる部分は除く）

償還財源

備考） 主たる償還財源 従たる償還財源

不同意債等
に係る元利
償還金

超過課税、
法定外税な
ど

一般財源

地方財政計画内の起債 計画外の起債

留保財源地方交付税+基準財政収入額

基準財政需要額に算
入される元利償還金

基準財政需要額
に算入されない
元利償還金
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小規模団体における財政逼迫の現状を物
語る「体力以上の起債」

財政力指数と起債制限比率（平成16年度)
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ストックに関する財政指標の必要性

既存の財政指標には、決算統計にストック関係の数
値があるにもかかわらず、ストックに着目した財政
指標が含まれていない

地方債の償還ルールが多様化してきたことや、基金
の増減が大きくなってきていること、普通会計以外
の負債が大きいことなどから、ストックに着目した財
政指標の作成が不可欠
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普通会計外の負債の分析の必要性

決算統計では、普通会計の負債で十分認識できて
いないのは、退職金に対する要積立額のみ

それ以外の外郭団体で、普通会計の将来負担とな
るものについては、会計原則とは関係なく、毎年度
発生ベースで算定し、それを決まったフォームで議
会に報告するのが筋である（土地開発公社・住宅供
給公社等で発生している土地を時価評価した際の
含み損、下水道会計の基準外繰り出しの将来額等、
外郭団体等への補助費等）

普通会計外の負債分析の手法については、別途研
究する必要あり
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下水道会計への基準外繰り出し等の
将来負債への算定方法

要繰出額の将来フローを算定する(その場合には現
金主義で問題ない）

将来フローを長期国債の金利等を用いて現在価値
に引き直して集計する

第三セクターなどへの運営補助金などについては、
財政投融資における政策コスト分析の手法が有効
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政策コスト分析の例
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償還能力の分析

償還能力＝純負債額に対する償還財源の将来フ
ローに対する割合

純負債額の算定は、地方債とそれに準じる総負債
額から債務償還に投下できる資産を引いたものとし
て算定

償還財源は、一般財源から一般財源充当の義務的
経費(ただし公債費の元本償還以外)を除くものとし
て算定

地方交付税の影響を考慮する必要あり
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経常収入a 元本償還を除く経常支出（経常収入充当）b 社会資本 地方債残高f

経常補助金 経常支出（経常補助金充当） 　（－減価償却累計額）

投資充当一般財源 出資金（残高） 資産・負債差額g

投資充当一般財源 元本償還c 貸付金（残高） 　資本剰余金

地方債収入 普通建設事業費 基金e 　利益剰余金

建設補助金 出資金 　住民持ち分

基金からの繰入金 貸付金 　その他

回収金 積立金 　（－減価償却累計額）

経常収入 純負債＝地方債残高f－基金e

経常補助金

経常支出（経常補助金充当）

減価償却d 余剰

当期利益

経常収支比率＝（b+c）／ａ

公債費を除く経常収支比率＝ｂ／c

元本償還＝減価償却ならば当期利益率と経常収支比率は同じ概念（経常補助金がなければ）

負債の償還財源は投資充当一般財源＋元本償還であり、当期利益+減価償却

償還能力は純負債（地方債残高－基金）と償還財源の割合

普通会計とバランスシート等との関係

償
還
財
源

表2　行政コスト計算書または損益計算書（フローにおける財政活動を総覧
する資料）

表1　普通会計（現金収支の動き） 表3　貸借対照表（ストックにおける財政活動を総覧する資料）

償還財源の将来フローの割引
現在価値

償
還
財
源

経
常
会
計

建
設
会
計

元本償還を除く経常支出（経常
収入充当）

表4　貸借対照表（財務分析として）
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フロートストックの財政指標は、資金
繰りと償還能力の2つに区分する必要

たくさんの財政指標ができると、逆にどれが重要で
あるかがわかりにくくなるので、1年間の財政収支
(資金繰り)と長期の財政収支(償還能力)の2つに
区分する必要がある

たとえば、地方債の償還ルールを変えると影響する
ような指標は資金繰り指標であり、影響しない指標
は償還能力指標である

資金繰りと償還能力は、次のように具体的に財政分
析につなげることができる
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財政状況を4つの領域に分けてみると
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財政指標の充実には次のような段階
を踏む必要がある

既存の財政指標を吟味し、
それが意味するところを十
分に理解する

必要に応じて新たな財政
指標を開発する

ストックベースの財政指標
を開発する

普通会計以外の将来
負担の分析

使える財政指標を、
資金繰りと償還能力
に区分し、それぞれ
に集約する

財政診断を行い、発行でき
る地方債の限度額や償還
ルール、行革の目標額を設
定する



15

どのような財政指標にするか

資金繰り指標、償還能力指標ともに、さまざまな財政現
象をできるだけ多角的に表現しているものを選んでいる

実質単年度収支比率

経常収支比率の公債費分

持続可能性指数

償還財源指数

平均償還年数／債務償還可能年限

公債費を除く経常収支比率

債務償還可能年限

地方交付税を考慮した債務償還可能年限

財政力指数(単年度)

総合指標

償還能力指数

資金繰り指標
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財政状況（平成１０年度）
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新しい財政指標でどのように分析でき
るか（10万人以上の市を対象）

出典）関西社会経済研究所『都市の財政力2005』
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図5　中核市9市の財政状況の変化(平成元～15年度）

出所）関西社会経済研究所『都市の財政負担2005』
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13.浜松市の財政状況
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この分析をどのように活用するか

実施計画などを盛り込んだ財政計画を作成し、その
数値を普通会計ベースに置き換えて、将来の財政
指標がどのように変化するかを算定する

償還能力を上げるには、行革を行って償還財源を
増やすか、起債を抑制するかのどちらか

資金繰りをよくするのは、行革を行うか、償還期間を
後ろに送るか、基金を取り崩すか

それらの組み合わせのなかで、将来的に総合的な
財政状況が悪化しない範囲での財政フレームを確
定させる


	新たな財政指標について
	既存の財政指標の活用
	経常収支比率の分解
	現在の必要な財政分析に対して必要な財政指標を開発する
	小規模団体における財政逼迫の現状を物語る「体力以上の起債」
	ストックに関する財政指標の必要性
	普通会計外の負債の分析の必要性
	下水道会計への基準外繰り出し等の将来負債への算定方法
	政策コスト分析の例
	償還能力の分析
	フロートストックの財政指標は、資金繰りと償還能力の2つに区分する必要
	財政状況を4つの領域に分けてみると
	財政指標の充実には次のような段階を踏む必要がある
	どのような財政指標にするか
	新しい財政指標でどのように分析できるか（10万人以上の市を対象）
	10万人市全体の動きは単調
	13.浜松市の財政状況
	この分析をどのように活用するか

